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１．はじめに
都市公園をはじめとする緑やオープンスペースは、存

在効果として都市環境の改善、自然環境保全機能、経済
面での機能に加えて、防災面での機能を有し 1）、利用効
果として、災害対策の拠点としての役割を持つ 2）。具体
的には、災害時の避難の場、火災、爆発による災害の緩
和、防止、災害対策の拠点、自然災害の緩和、防止、防
災教育の場として機能する 2）。

平成 28 年 4 月に発生した熊本地震においても、都市
公園は、緊急避難の場、一時的避難所、災害拠点の場と
して重要な役割を果たした。特に車両による避難者が
オープンスペースのある都市公園に一時的に避難してく
るという利用のされ方がみられた 3）ほか、街区公園や
近隣公園では、一時的避難場所として公園愛護会や自治
会などが近隣からの避難者や、車中泊の避難者に対して
炊き出しや災害情報の提供、防災設備の運用などを担っ
たという報告もあった 4）。

平成 15 年度に指定管理者制度が導入されて以降、都
市公園における指定管理者は年々増加しており、約
11,900 ヵ所、大規模な都市公園を中心に、全国で約 11%
の都市公園で、指定管理者が管理を行っている（平成
26 年 3 月 31 日現在）5）。また、制度導入後 13 年が経過
し、3 期目、4 期目というところもでてきており、指定
管理者の提案もより創意工夫が図られたものになり、マ
ネジメント技術も向上している。国営公園における管理
運営においても、競争の導入による公共サービスの改革

に関する法律（平成 18 年法律第 51 号）に基づき、公共
サービスの実施について、民間事業者の創意工夫を活用
することにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共
サービスを実現することを目的として、官民競争入札・
民間競争入札（いわゆる市場化テスト）6）が導入された。
それにより、市場化テストで選定された民間事業者等の
受託者が、管理運営に携わるようになり、より創意工夫
された利用サービスが提供されるようになってきている
（なお、本稿では地方公共団体の公園管理を行う指定管
理者と国営公園の公園管理の受託者を合わせて「指定管
理者等」という）。

平成 15 年度の指定管理者制度導入以降、大規模な地
震として、新潟県中越地震（平成 16 年）、福岡県西方沖
地震（平成 17 年）、東日本大震災（平成 23 年）、熊本地
震（平成 28 年）など 10 件、平成 26 年 8 月 20 日広島豪
雨など、台風や大雨による災害が 31 件、大雪災害が 6 件、
竜巻・噴火等が 7 件発生している 7）。災害の数だけを考
えれば、2 ～ 3 年に 1 回は、全国のどこかの都市公園が
地震を経験し、年 2 回は、水害に遭遇するということに
なる。南海トラフ地震や首都直下地震等、大規模地震へ
の国の対策も強化されている昨今、指定管理者等が公園
管理者として行うべき災害への備え、役割はより重要に
なってきている。

本稿では、主に災害を経験した指定管理者等の対応か
ら確認された事象と公園設置者から求められる災害対応
業務から役割と課題を整理し、今後の指定管理者等の災
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害対策や対応の実効性の向上に資することを目的として
考察を行った。

２．研究の方法
平成 23 年の東日本大震災、平成 28 年 4 月熊本地震に

おいて、都市公園の指定管理者等が行った災害時対応に
ついて、既存資料である文献、資料、ウェブサイト、既
往研究およびヒアリング調査等から情報を収集した結果
と、地方公共団体等の指定管理業務仕様書等に示される
災害対応業務について、指定管理者の災害時の役割と課
題を整理した。

３．指定管理者の災害時対応事例
（1）東日本大震災発生時

平成23年3月11日午後2時46分にマグニチュード9.0
最大震度 7.0 以上を観測した東北地方太平洋沖地震とそ
れに伴う大規模津波発生により未曾有の被害がもたらさ
れた。東日本大震災では、緑とオープンスペースが果た
した役割として、特に津波災害における多重防御の一つ
としての機能や、避難路や避難地としての機能、復旧・
復興支援機能等、また、都心部では帰宅困難者の一時滞
在場所としての機能がみられた 8）。

1）あづま総合運動公園（福島県立公園）
あづま総合運動公園は、福島市西部に位置する広域公

園であり、平成 18 年 4 月より財団法人福島県都市公園・
緑化協会が指定管理者として管理を行っている。なお、
公園は、福島市地域防災計画において「指定緊急避難場
所」として位置づけられている。東日本大震災発災後、
福島県からの要請により、指定管理者に受入れ可能人数
について照会があり、1,400 名と回答した。本来は指定
された「避難所」ではないが、震災 3 日後から、300 人
の避難者の受入れを開始し（スタッフ 20 名）、最大約
2,500 人、延べ 11 万人の避難者を受け入れた 9）。避難者
の数に対して、指定管理者だけでは対応ができず、福島
県に人的支援を要請し、195 日間にわたり避難所運営に
あたった 9）。避難所運営に関しての主な業務は以下のと
おりであった（表 1）。

指定管理者は避難所運営を行っていたため、公園の通
常再開業務は、約 2 ヶ月半の間（5 月末）までは全施設
が利用休止であったが、スポーツ団体からの大会開催要
望により、野球場や陸上競技場など体育館以外の施設は、
約 3 ヶ月後から実施された 9）。避難所閉鎖後、修繕工事
等を実施し、約 8 ヶ月後（11 月 2 日）に体育館を含むす
べての施設が利用可能となり通常業務が再開された 9）。

指定管理者として、急遽、避難所運営にあたった財団
法人福島県都市公園・緑化協会は、課題として、地域防
計画において指定された避難所でなかったため、運営責
任の所在が不明確、避難者への情報提供が不十分、避難

場所から避難所への切り替わりが不明であったこと等を
挙げている 9）。

2）宮城県立公園
東日本大震災において発生した津波からの避難のた

め、海浜部近くに位置する 3 つの宮城県立公園の指定管
理者は、自身の避難および利用者の避難誘導のために、
以下の行動を行った（表 2）。

表 2　東日本大震災発生後の指定管理者による 
避難行動と避難誘導（宮城県立公園）10）

公園名 指定管理者の対応
岩沼海浜緑地 地震と同時に停電となり、園内放送が使用できな

くなったため、ハンドマイクでスタッフ2名が大
津波警報発令を来園者に知らせ、地震発生から45
分後の15時30分頃にはすべて避難したことを確
認した。
スタッフは付近で一番高い野球場のスタンドへ
避難し、まもなく第1波が到達した。（中略）ス
タッフがスタンドから脱出することができたの
は、水が引いた翌朝となった。

仙台港多賀城
地区緩衝緑地

地震発生時には近隣からの来園者20名程度と、遠
方からの来園者4名が公園にいた。防災無線から
大津波警報の発令を告げるアナウンスがあり、ス
タッフ5名は園内を巡回し、来園者に避難の呼び
かけを行った。近隣からの来園者の避難は確認し
たが、遠方からの来園者に対しては、避難場所を
説明している途中に津波が来襲し、スタッフ1名
とあわせ5名が周辺で一番高い場所に避難し難を
逃れた。

矢本海浜緑地 海岸線に面した公園は、地震発生時まで約70名の
利用者を確認していた。大津波警報が発令され、
メガホンを持ったスタッフ3名が園内を巡回し、
警報発令を叫びながら園内に残っている人がいな
いかを確認した。

なお、この指定管理者の行動に対して、宮城県土木部
都市計画課公園緑地班は、以下のように報告している。

「今回 2 つの公園では指定管理者のスタッフが使命感
から避難せず現場に留まってしまったが、来園者および
そこで働くスタッフの安全確保について、公園設計の段
階から考えていく必要を強く認識させられた」10）。

表 1　避難所運営における指定管理者の主な対応 9） 
（福島県立あづま総合運動公園）
期間 指定管理者の対応

発災から2週間程度 避難者受入れ、避難状況把握、
避難所運営、居住区の設定、食
料受入れおよび配布、物資受入
れおよび配布、ボランティア支
援業務コーディネート、救護所
の設置・スクリーニング検査の
実施、仮設風呂の設置にかかる
管理業務　等

2週間後以降～約6か月間 洗濯機の設置管理、こどもの就
学手続き、駐車場管理、自転
車の貸し出し業務、衛生管理、
ごみ処理管理、掲示板の設置、
物資倉庫の管理、急病人・乳幼
児・妊婦・高齢者等への対応、
郵便・銀行・警察パトロールの
対応、マスコミ取材への対応、
避難者の要望対応　等
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3）国営昭和記念公園
東日本大震災発災直後、特に都心部では帰宅困難者が

多くみられ、主に指定管理者等が帰宅困難者の対応にあ
たった。事例として、日比谷公園など都立公園の指定管
理者である公益財団法人東京都公園協会、文京区の目白
台運動公園の指定管理者である目白台運動公園・西武
パートナーズ、千葉県立幕張海浜公園の指定管理者であ
る県立幕張海浜公園みどりと海パートナーズなどが帰宅
困難者対応にあたったという報告がある 11）12）。

国営昭和記念公園は、JR 立川駅から徒歩 10 分程度の
距離に位置している。市場化テストで選定された管理受
託者として、平成 21 年 4 月から平成 24 年 3 月まで、（財）
公園緑地管理財団が公園の管理運営を行っていた。東日
本大震災の発生後、立川駅が帰宅困難者で混雑したこと
から、立川警察からの要請により、公園設置者の国土交
通省国営昭和記念公園事務所と管理受託者が協議し、無
料区域の花みどり文化センター、総合案内所を無料開放
し、警察の誘導により最大約 1,000 人を受け入れた 13）。
管理受託者は園内の点検のほか、帰宅困難者受け入れへ
の対応として、毛布や非常食の確保・提供、立川市・立
川警察署等からの情報収集・提供、長時間の滞留を予測
し、使用可能な椅子を全て提供するとともに、床に人工
芝を敷くなどの対応を実施した 13）（表 3）。

（2）熊本地震発生時
1）熊本市水

す い ぜ ん じ

前寺江
え づ こ

津湖公園
熊本市水前寺江津湖公園は、熊本市の中心部から南東

約 5km に位置し、約 50ha のひょうたん型の江津湖の周
囲を取り囲むように位置する広域公園である。平成 24
年 4 月より指定管理者制度が導入され、（一社）熊本市
造園建設業協会が平成 29 年 3 月までの 5 年間指定管理
を行っている注 1）。また、熊本市の災害時一時避難場所
に指定されている（洪水を除く）。

平成 28 年 4 月 14 日 21 時 26 分にマグニチュード 6.5、
最大震度 6.5（前震）、4 月 16 日深夜 1 時 25 分にマグニ
チュード 7.3、最大震度 7（本震）を記録する熊本地震
が発生した。指定管理者が初動対応から発災後 1 ヶ月間
に行った対応は次の通りであった。

①初動対応
前震と本震が発生した時間はいずれも夜間であったた

め、園内の利用者はほとんどおらず、スタッフは自宅に
いたが、発災後すぐにスタッフの安否確認を行うととも
に、参集指示をし、30 分以内に公園に参集し、主要施
設の安全確認、ライフラインの確認を実施した 14）。熊
本市や指定管理者本社への報告や指示を受けながら、車
での避難者のために、駐車場の開放や、断水したトイレ
の利用のための水汲み等を実施した 14）。翌日の早朝か
らは、園内作業協力社と園内点検を実施し、応急措置を
実施した 14）（表 4）。

表 3　東日本大震災発生後の管理受託者の対応 13） 
（国営昭和記念公園）

日時 管理受託者の対応
3月11日
14:46 地震発生（立川市役所　震度4）
14:50 公園内施設点検開始、異常なし。
15:10 警戒体制に入る。
15:24 余震発生（立川市役所　震度4）
15:25 公園内施設点検開始、異常なし。
16:15 園内施設に被害無。ゆめひろば、文化センター総合

案内所にて帰宅困難者受入に備える
16:25 立川警察署より立川駅前滞留者の公園で受入れ要請

有。
昭和記念公園事務所との協議の結果、無料区域（文
化センター、総合案内所）に帰宅困難者を受け入れ
ることを決定。

16:30 立川市より毛布300枚、非常食300食の提供を受け
る。夜間対応に備え、発電機つき照明を配置。

16:40 非常体制に入る。
17:30 園内建物への帰宅困難者収容人数が約1000人とな

る。
19:30 アサヒ飲料飲料水1008本配布。
19:45 毛布300枚配布。
20:00 立川市に700名分の毛布及び非常食を追加要請。
20:30 毛布700枚追加配布。
20:55 非常食1000食確保。

立川市、立川警察署等から情報収集、随時帰宅困難
者に情報提供

3月12日
0:00 夜間体制。スタッフ11名が宿直。
3:20 非常食700食配布。
3:30 帰宅困難者603人

以降、定期的に滞在者をカウント。
7:00 開園前点検実施
8:25 開園前点検の結果、園内は異常無し。
10:30 帰宅困難者0人

写真 1　東日本大震災発生後の帰宅困難者のようす 
（国営昭和記念公園）
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表 4　熊本地震発生後の指定管理者の初動対応 14） 
（熊本市立水前寺江津湖公園）

日時 対応
4月14日
21:26 地震発生（前震）

スタッフの安否確認、参集指示（携帯電話）
21:35 現場参集
21:45 管理棟内安全確認（ガラス破損、壁面クラック等）
22:02 指定管理者本社連絡・報告
22:07 車による避難者のため、駐車場開放
22:12 熊本市への初動対応、園内状況報告
22:20 断水のため、トイレ利用は小川の水で対応
4月15日 責任者、スタッフ１名で夜間事務所待機
2:30 駐車場台数69台確認
5:30 避難車が退園しはじめる
5:45 スタッフ全員集合、情報共有、園内点検
9:00 園内作業協力社と、応急措置作業実施
9:50 熊本市、指定管理者本部に点検結果報告
午後 被害詳細点検実施
20:00 熊本市、指定管理者本部に対応状況報告

駐車場閉門し業務終了（避難車両なし）
4月16日
1:25 地震発生（本震）

スタッフの安否確認、自宅待機指示（携帯電話）
1:52 責任者現場到着、避難者の要望により駐車場開放
2:03 熊本市への状況報告、駐車場開放の了承を得る
2:12 指定管理者本社に安否確認報告
3:30 駐車場台数134台確認
5:06 熊本市より、別の駐車場開放依頼（対応完了5：

26）
5:30 スタッフ集合、情報共有、園内点検
10:17 熊本市より、園内のドクターヘリの着陸要望のため

現地確認指示（対応完了10：35）
13:00 園内の利用規制作業を実施（作業完了17：30）
14:25 指定管理者本部に状況報告
18:10 熊本市公園課担当者より、1週間程度の駐車場常時

開放の指示
19:10 熊本市、指定管理者本部に対応状況報告

②被害状況とライフライン
主な被害状況としては、管理事務所内のガラス破損、

壁面クラック、園路の隆起・亀裂・クラック多数といっ
た被害がみられた 14）。ライフラインは、前震のあった 4
月 14 日から 4 月 17 日までは水道が断水、4 月 16 日の

本震発生後から 3 日間程は、停電や電気の供給が不安定、
通信手段としての携帯電話は使用可能であった 14）。
③利用状況

4 月 14 日の前震発生後に、車での避難者があり、開
放した駐車場に約 70 台程度の駐車がみられた。4 月 16
日の本震後には、約 140 台程度の駐車がみられ、園内の
トイレ利用などがあった 14）。

発災後 1 週間ごろまでは、断水の影響により、園内に
ある湧水地の給水での利用がみられ、散歩等の利用や、
被災者の親子向けにボランティアで体を動かすイベント
が実施されるなど、リフレッシュ目的での利用もみられ
るようになった 15）。

発災後 1 ヶ月ごろには、規制箇所以外での通常利用も
みられ、公園主催イベントも実施された 15）。

なお、車での避難者は、最終的に 3 ヶ月後頃までみら
れた 15）（表 5）。

表 5　熊本地震発生後の公園利用状況 15） 
（熊本市水前寺江津湖公園）

時期 公園の利用形態
4月14日
前震

・	車による避難者による駐車場利用（約70台）
・	避難者によるトイレ利用

4月16日
本震

・	車による避難者による駐車場利用（約140台）
・	避難者によるトイレ利用

本震発生
1週間後

・	車による避難者による駐車場利用
・	園内の湧水の給水利用
・	散歩等の利用
・	被災者のリフレッシュのための利用（被災者の親

子向けに体を動かすイベント実施）
本震発生
1ヶ月後

・	車による避難者による駐車場利用
・	散歩等の利用
・	規制箇所以外では通常利用もみられた
・	公園主催イベントを実施した

指定管理者は、電気の供給が安定した本震発生 3 日後
頃から、ホームページ等で給水利用や、トイレの案内、
管理棟を休憩場所や携帯の充電場所として開放、被災者
の心身のリフレッシュを促すための利用案内等を行っ
た 15）。

写真 2　園内応急措置の様子 
写真提供：熊本市水前寺江津湖公園

写真 3　給水利用の様子 
写真提供：熊本市水前寺江津湖公園
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④復旧作業
園内の被災箇所の復旧は、小規模なものについては、

指定管理者が実施し、協定において定められた修繕費（20
万円）を超えるものについては、熊本市が実施した。な
お、熊本市水前寺江津湖公園は、災害査定の対象となっ
た 15）。
⑤ふりかえり

指定管理者の対応として、良かった点、課題として、
以下の点があげられた（表 6）。

表 6　熊本地震の対応についてのふりかえり 15） 
（熊本市水前寺江津湖公園）

（良かった点）
・	現地責任者やスタッフが、地震発生後に速やかに公園に参集

し、園内の安全点検や車での避難者のための駐車場開放ができ
た。

・	日常的に現地責任者を含め、スタッフが巡回点検を行い、危険
箇所について熟知していることから、地震発生後にもポイント
をしぼった点検ができた。

・	携帯電話が使用可能であったために、熊本市や指定管理者本社
への報告、指示を受けることができた。

・	園内は湧水箇所が多いため、被災者に対して給水利用案内がで
きた。

・	日頃より発注者である熊本市とのコミュニケーションをよく
とっていることから、スムースな修繕対応や、園内工事の対応
ができた。

・	指定管理者である（一社）熊本市造園建設業協会の会員からの
協力により、園内規制や応急措置に必要な資材や車両の調達が
できた。

（課題等）
・	発災後3日間ほどは電気の供給が不安定であったために、利用

案内が看板等での対応のみとなるなど、限られた案内しかでき
なかった。

・	携帯電話が使用できなかった場合の熊本市や指定管理者本社と
の連絡手段の確保が必要である。

・	今回は、車での避難者のみであったため、避難者からの要望は
なかったものの、一時避難場所として備蓄品や安全衛生用品等
の資材の確保が必要である。

2）その他指定管理者の対応
総務省が、熊本地震において避難所や避難場所となっ

た施設等を管理運営していた指定管理者に行ったヒアリ
ング結果からは、以下の点が指摘されている（表 7）。

４．指定管理者等の災害時の役割・課題
（1）事例から確認された役割

事例から確認された指定管理者等の災害発生後の役割
について整理した。役割については、防災公園の計画・
設計に関するガイドライン（平成 27 年 9 月改訂版）に
おける防災公園等の役割の時系列的整理に従い、直後段
階（初動時）、緊急段階、応急段階、復旧・復興段階に
分類した 17）（時系列的整理における予防段階はのぞく
（表 8））。

（2）仕様書等で求められる役割
指定管理者等に求められる災害時の役割について、地

方公共団体（東京都、大阪府、埼玉県、横浜市を事例と
した）の指定管理業務仕様書・管理運営要領等で示され

表 7　熊本地震発生後の指定管理施設の管理運営につい
てのヒアリング結果から得られた指摘事項 16）

避難所と
なった場
合の行政
と指定管
理者の役
割分担

・	大規模地震災害発生時には、指定管理施設における避
難所運営について、行政職員のみによる実施は現実的で
はなく、指定管理者による運営協力は必要不可欠。

・	大規模地震災害発生時には、指定避難所であるか否か
にかかわらず避難に適した施設は、避難所又は事実上避
難者が集まる場所となる。避難に適した施設では、あら
かじめ、発災時の避難所立ち上げに関するルールや役割
分担を明確にしておく必要がある。

・	特に、指定管理者が避難所運営において重要な役割を
果たしている場合には、行政の判断に当たって、現場
管理に当たる指定管理者と十分な連絡調整をしておく
必要がある。

避難所運
営方針、
ルール

・	避難所の運営を指定管理者が行う場合であっても、受け
入れる避難者の数、避難者に割り当てる個人スペースの
配分や避難所内の安全管理、個人情報の取り扱いなど、
避難所運営の基本的な方針についての決定方法や、他
の関係機関との連絡調整の方法を行政と指定管理者の
間で定めておく必要がある。

行政と指
定管理者
の費用分
担につい
て

・	避難所対応に要した費用の負担のあり方、指定管理者
が費用を請求する場合の協議のルール（協議開始時
期・手続、協議対象事項等）をあらかじめ定めておく
必要がある。

・	公費負担に関しては、指定管理者の業務の円滑な実施に
支障を来すことがないよう、指定管理者が担う役割に相
当する適切な範囲又は水準が設定される必要がある。

・	公費負担の支出の時期については、指定管理者が本来
得られるべき通常の指定管理料や利用料金等の当面の
収入が得られない状況があり得ることを考慮する必要
がある。

近隣地方
公共団体
との調整
について

・	県有施設又は市町村区域の境界付近に所在する施設に
ついては、避難所としての機能を果たす際の責任の所
在が不明確になりがちである。このような施設について
は、指定管理者と市町村のほか、県又は近隣市町村を含
めた三者間で事前の調整が必要である。

表 8　災害発生後の指定管理者等の役割
初動時

（発災～
概ね 3 時間程度）

・	利用者の安全確保
・	スタッフの安全確保、確認
・	参集指示
・	公園設置者および指定管理者本社への連絡報告
・	園内点検
・	ライフライン使用可否に関する調査
・	災害情報収集

緊急段階

（概ね 3 時間～
概ね 3 日程度）

・	利用者の安全確保、避難誘導
・	園内点検、応急措置
・	公園利用調整（避難者、帰宅困難者があった場

合の利用調整、一時避難場所、避難所、帰宅困
難者支援施設等の指定等に伴う対応）

・	避難者・帰宅困難者対応（備蓄品の提供、トイ
レ利用案内等）

・	公園設置者および指定管理者本社への連絡報告
・	ライフライン使用可否に関する調査
・	災害情報収集、避難者等への情報提供

応急段階

（概ね 3 日以降）

・	利用者の安全確保、避難誘導
・	園内点検、応急措置
・	公園利用調整（避難者・帰宅困難者があった場

合の対応、一時避難場所、避難所、帰宅困難者
支援施設等の指定等に伴う対応）

・	避難者・帰宅困難者対応（生活支援等）
・	公園設置者および指定管理者本社への連絡報告
・	ライフライン使用可否に関する調査
・	災害情報収集、避難者等への情報提供

復旧・
復興段階

（概ね 3 日以降）

・	応急措置、修繕工事発注（指定管理者と公園設
置者間での修繕協議実施）

・	公園利用調整（避難所（指定外を含む）となっ
た場合の対応）

・	災害情報収集、避難者等への情報提供
・	公園設置者および指定管理者本社への連絡報告
・	ライフライン使用可否に関する調査
・	公園利用案内（利用が可能である場合、園内看

板、ＳＮＳ、ホームページ等にて利用情報提供）
・	被災者のためのイベント企画・実施（被災状況

による）
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ている指定管理者の災害対応業務 18）19）20）21）および国
営公園運営維持管理業務共通仕様書（国営昭和記念公園
を事例とした）における事業者（管理受託者）の災害
対応業務 22）について読み取った上で、（1）と同様に時
系列に分類した（表 9）。ほとんどの仕様書等において、
緊急時・災害時の危機管理体制の確立、利用者の安全確
保、状況報告、関係機関との連携、応急措置、災害応急
対策への協力といった記載がみられた。

表 9　仕様書等に記載される指定管理者の 
災害対応業務および国営公園における 
維持管理業務事業者の災害対応業務注 2）

予防段階 災害対応マニュアル整備、参集体制の確立、危機管
理体制整備、災害等の情報収集、災害対応備品の準
備、閉園措置

初動時 利用者の安全確保・避難誘導、参集、現場状況把
握、公園設置者への連絡、関係機関との情報共有、
応急・救護対応、閉園措置

緊急段階か
ら応急段階

利用者の安全確保・避難誘導、園内点検、公園設置
者への連絡、関係機関との情報共有、応急・救護対
応、園内危険箇所の立入禁止措置、災害時利用目的
による公園利用調整、公園設置者が主体となり実施
する災害応急対策等への協力

復旧・復興
段階

施設修繕にかかる協議

（3）災害時の役割において考慮すべき事項
（1）および（2）から確認された役割について、指定

管理者として特に考慮すべき事項について、以下のとお
りまとめた。
1）予防段階
①�災害対応マニュアルおよび危機管理体制整備、参集体

制の確立
災害対応マニュアル、危機管理体制整備にあたっては、

公園設置者や関係機関と調整を行い、役割、行動、体制
等についてとりまとめる。参集基準を定め、参集方法に
ついてスタッフに周知する。
②災害等情報収集

地震・風水害・その他の災害に対する情報収集方法お
よび体制を整える。
2）初動時の対応
①利用者の安全確保・避難誘導

災害発生直後は、公園に利用者がいる場合、まず利用
者の安全確保と避難誘導を行う。東日本大震災における
津波発生後に、宮城県立公園の指定管理者が園内に留
まってしまったということを踏まえ、災害毎の避難誘導
方法について設定・確認しておく。利用者に対しては、
非常用放送設備がある場合、避難誘導を実施し、ない場
合は、ハンドマイク等で対応を行う。
②スタッフの安全確保・参集

事前に定めた安全確認方法および参集基準により、責
任者はスタッフも被災者であることを考慮し、参集判断
および指示を行う。

③連絡手段の確保
熊本地震の対応についてのふりかえり（表 6 熊本市

水前寺江津湖公園）から、固定電話・携帯電話が使用で
きなくなることを想定し、防災無線、衛星電話、IP 電
話等の連絡手段について公園設置者、指定管理者本社と
協議を行う。
④公園利用調整

地域防災計画上の一時避難場所、広域避難場所、避難
所等の指定を踏まえた対応について予め公園設置者と定
めておく。あづま総合運動公園は、地域防災計画等にお
いて指定された避難所ではなかったが、避難所となった
ことや、熊本地震発生後の指定管理施設の管理運営につ
いてのヒアリング結果から得られた指摘事項（表 7）に
おいて、「指定避難所であるか否かにかかわらず避難に
適した施設は、避難所又は事実上避難者が集まる場所と
なる。」ということから、指定外避難所等になり得る可
能性についても検討する。
⑤避難者・帰宅困難者対応

避難者・帰宅困難者の受入想定人数・受入場所、また、
車での避難者が想定される場合の駐車場や広場の利用方
法についても定めておく。
⑥園内点検

緊急時園内点検ルートや、点検票の整備および、災害
時に危険箇所となり得る場所について指定管理者内で日
常的に共有する。
4）緊急時の対応
①応急措置

園内点検実施後、応急措置により立ち入り制限区域等
を設ける。熊本地震の対応についてのふりかえり（表 6 
熊本市水前寺江津湖公園）から、近隣造園業者等と災害
時協定を結ぶなど、人的協力、資材等の調達について定
めておく。
②避難者・帰宅困難者対応

避難者等が想定される場合には、備蓄品の確保または
地方公共団体からの調達方法について、取り決めを行う。
災害時トイレ利用、トイレ確保についても検討を行う。
③災害情報収集・情報提供

地方公共団体、警察、消防署等および、帰宅困難者対
応の際は、交通事業者等と緊急時の連絡方法について定
めておく。
④ライフライン

電気、水道、ガス、通信等のライフラインの使用につ
いては、発災後、定期的に確認するとともに、復旧情報
を収集する。予め、断水の際の井戸水等を含めた水の確保、
停電に備え、非常用電源、発電機の確保について検討する。
5）復旧・復興段階
①応急措置・修繕工事発注

園内の被災箇所の修繕工事においては、指定管理者の
場合は、指定管理者募集要領、仕様書、協定書等で、公
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園設置者と指定管理者の修繕費用負担について定められ
ているが、指定管理料内で対応できない場合については
協議を行う。
②公園利用案内

被災状況により、公園利用が可能である場合、園内看
板、SNS、ホームページ等により、利用案内を行う。熊
本市水前寺江津湖公園では、発災後 1 週間後頃から、散
歩や被災者の親子向けに体を動かすイベント実施がされ
るなどがみられた。
③被災者のためのイベント企画・実施

被災状況によるが、イベントを実施することにより、
レクリエーション利用、文化活動の場、コミュニティ活
動の場など公園の本来の機能である利用効果を取り戻す
ことが必要である。それにより、被災者の健康や精神的
充足に寄与すると考えられる。東日本大震災により、甚
大な被害を受けた被災市町村においては、仮設住宅等が
学校の運動場や公園等に建設されるなどの理由により、
子どもが自由に体を動かして遊ぶ事のできる場所が不足
したことを受け、多くの団体が公園などの遊び場づく
りへの活動を行った 23）。また、国際 NGO 団体セーブ・
ザ・チルドレンと米国の非営利団体 The Foundation 
for Sustainable Parks and Recreation のパートナーシッ
プにより発行されたパークプロフェッショナルのための
指針「Protecting Children in Disasters（災害時にこど
もを守る）」の中では、復興（Recover）段階において、
子どもたちが遊んだり、仲間と交わったりする日常を取
り戻す手助けのために、できるだけ早く公園利用やレク
リエーションプログラムを復活させることが重要であ
る 24）と記載されている。

（2）指定管理者経営に関する課題
1）利用料金収入、指定管理料

熊本地震発生後の指定管理施設の管理運営についての
ヒアリング結果から得られた指摘事項（表 7）では、「指
定管理者が本来得られるべき通常の指定管理料や利用料
金等の当面の収入が得られない状況があり得ることを考
慮する必要がある。」という指摘があった。特に「利用
料金制度」を導入している公園においては、被災により
収入が見込めず、指定管理者の経営が困難になることも
予想される。
2）スタッフの雇用

一般社団法人日本公園緑地協会が全国の指定管理者
（154 団体）に実施したアンケートでは、非常勤職員が
51% であったという結果がある 25）など、指定管理者は、
主に 3 ～ 5 年などの期間での指定のため、スタッフの雇
用は有期雇用が多い。

中越地震を経験した国営越後丘陵公園越後管理セン
ターの報告では、スタッフの休業補償について明文化す
べきという課題があげられており 26）、休業中のスタッ

フの補償についても留意する必要がある。

５．おわりに
本稿では、主に災害を経験した指定管理者等の対応か

ら確認された事象と公園設置者から求められる災害対応
業務から、指定管理者等の役割や課題について整理を
行った。

事例から確認された災害時の対応として、指定管理者
等は初動対応において、公園設置者や指定管理者本社等
からの指示を受け、頻繁に報告を行いながら、公園利用
者の安全確保や施設の安全点検を迅速に行っていた。こ
れは、公園設置者が指定管理者に求める基本的な災害対
応業務であり、指定管理者が基本的に現場に常駐してい
ることや現場を熟知していることにより対応できること
であると思われる。

また、指定管理業務等の仕様書には明記されていない
が、復旧・復興段階においては、指定管理者等が被災者
に対して公園施設開放等の利用案内や、イベントを企画・
実施することも、指定管理者等が公園利用回復に向けて
行うための重要な業務であると思われる。

なお、初動から復興までのいずれの段階においても、
事前準備の必要性がみられた。これらは予防段階におい
て実施するべきものであり、公園設置者、関係機関、地
元住民等と連携を行いながら、災害対応マニュアルを作
成する過程などを通して、準備をする必要がある。この
予防段階における準備や、平常時からの防災訓練の実施
等により、災害に対する対応力が強化されることが考え
られる。日本政府と世界銀行が東日本大震災の教訓を世
界の災害対策強化に役立てるために立ち上げた共同プロ
ジェクト「大規模災害から学ぶ」の教訓ノートの中でも、
「日本は高度な災害管理体制を作り上げてきたが、今回
の震災を踏まえてさらに効果的に改善するための重要な
教訓のひとつとして、『現場での調整機能を平常時から
確立することが重要。』」と指摘している 25）。指定管理
者は、公園設置者、公園利用者、地域住民等のステーク
ホルダーと常にコミュニケーションをとり、公園管理の
評価、改善、そして改善を進めることで質の高い公園管
理を行うことができる 26）。この質の高い公園管理の実
現のため、災害に対して、平常時からステークホルダー
とコミュニケーションをとり、事前準備、調整を行うこ
とが求められる。

指定管理者経営に関する課題においては、災害時には、
本来得られるべき指定管理料や事業収入等が見込めなく
なることや、たとえば、あづま総合運動公園における指
定管理者の避難所運営など想定外の対応を行った事例な
どから、公園設置者である地方公共団体は、指定管理者
の経営状況や人的支援について考慮し、柔軟に対応する
ことが求められる。

冒頭において述べたとおり、指定管理者等は、常に短
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いサイクルで災害は発生するということを想定し、過去
の震災の経験をもとに、平常時から災害対策や災害時の
対応の実効性の向上のための準備に取り組むことが必要
である。それにより質の高い公園管理の実現に近づける
ことができると考えられる。
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